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資料番号 7 担当課 都市整備課 

法令名 水道法 根拠条項 42-1 
許認可等

の内容 
地方公共団体による買収 

水道法（昭和三十二年六月十五日法律第百七十七号） 

（地方公共団体による買収） 

第四十二条 地方公共団体は、地方公共団体以外の者がその区域内に給水区域を設けて水道事業

を経営している場合において、当該水道事業者が第三十六条第一項の規定による施設の改善の

指示に従わないとき、又は公益の必要上当該給水区域をその区域に含む市町村から給水区域を

拡張すべき旨の要求があつたにもかかわらずこれに応じないとき、その他その区域内において

自ら水道事業を経営することが公益の増進のために適正かつ合理的であると認めるときは、厚

生労働大臣の認可を受けて、当該水道事業者から当該水道の水道施設及びこれに付随する土地、

建物その他の物件並びに水道事業を経営するために必要な権利を買収することができる。 

２ 地方公共団体は、前項の規定により水道施設等を買収しようとするときは、買収の範囲、価

額及びその他の買収条件について、当該水道事業者と協議しなければならない。 

３ 前項の協議が調わないとき、又は協議をすることができないときは、厚生労働大臣が裁定す

る。この場合において、買収価額については、時価を基準とするものとする。 

４ 前項の規定による裁定があつたときは、裁定の効果については、土地収用法（昭和二十六年

法律第二百十九号）に定める収用の効果の例による。 

５ 第三項の規定による裁定のうち買収価額に不服がある者は、その裁定を受けた日から六箇月

以内に、訴えをもつてその増減を請求することができる。 

６ 前項の訴においては、買収の他の当事者をもつて被告とする。 

７ 第三項の規定による裁定についての異議申立てにおいては、買収価額についての不服をその

裁定についての不服の理由とすることができない。 

 

 


